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非職業会計士によるCSR保証サービス

岡　野　泰　樹

Ⅰ．はじめに

持続可能な価値創造の重視やアカウンタビリ
ティの範囲拡大等を背景に，組織の CSR活動
とその結果を表す CSR情報に対する関心がま
すます高まっている。
例えば，欧州では，2014年 12月に「非財

務情報・多様性情報の開示に関する EU指令」
（Directive 2014 /95 /EU）が制定され，CSR情報
を中心に広範な非財務情報の開示が大規模会社
等に義務付けられることとなった。また，米国
においても，2010年に制定されたドット・フ
ランク法によって，アフリカを中心とした特定
地域での紛争を助長する要因となっている鉱物
（紛争鉱物）の調達活動に関する情報開示が上
場企業に求められる等，組織の CSR活動を重
視する動きがみられる。さらに，統合報告書等
を利用して，自発的に CSR情報を開示する組
織も増加しつつある。
こうした CSRへの関心の高まりにつれて，

開示された CSR情報，あるいは，そのもとに
ある CSR活動等を検証・評価し，何らかの保
証を付与するサービス（保証サービス）への注
目も高まっている。KPMGがフォーチュン・
グローバル 500の上位 250社（G250）を対象
に実施した調査によると，CSR情報に保証を
付与している G250の割合は，2005年の時点
で 30%であったのに対し，2015年の時点では
63%にまで増加している 1）。CSR情報に対する
こうした保証サービスの多くは，大規模会計事

務所を中心とした職業会計士による保証業務と
いう形で実施されているが 2），財務諸表監査と
は異なり，それは職業会計士のみによって独占
的に実施されるものではない。保証という行為
を広く捉えれば，CSR活動・情報等に対する保
証は，コンサルタントや審査・認証機関による
証明，認定等も含め，今日，様々な形で広く実
施されていると考えることができる。
本稿はかかる認識をもとに，主に職業会計士
以外の保証主体（以下，非職業会計士）によっ
て行われている代表的な CSR保証サービスを，
監査論における保証の観点から分析し，その特
質を明らかにするものである。それにより，今
日行われている多様な CSR保証サービスにお
ける，職業会計士による保証業務の位置付けも
より明確になるものと思われる。
本節に続く第Ⅱ節では，分析視角として監査
論における保証概念が整理され，第Ⅲ節ではそ
れをもとに非職業会計士による保証サービスが
分析される。第Ⅳ節ではこれらの検討を通した
結論を述べる。

Ⅱ．監査論における保証

本稿における保証（assurance）という用語は，
監査論において用いられているものである。監
査論において保証という用語は，監査との関係

2） ibid，p.41. なお，本稿では，多様な保証サービス
の中でも，とくに職業会計士による保証サービ
スを指す用語として，保証業務という用語を用
いている。1） KPMG［2015］p.40.
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の中で，大きく次の二つの意味で用いられてい
る 3）。
第一の意味での保証は，「監査という行為の

結果によって与えられる信頼」として理解さ
れるものであり，「監査は経営者が受託責任を
果たしていることについて，合理的な保証を与
えるものである」4）というような文脈において
用いられている。信頼が求められるということ
は，何らかの状況や活動，情報等に対して不信
感を抱く人々が存在しているということである
から，この意味での保証は，「監査という行為
の結果によって生じる不信の軽減」ということ
もできよう。
第二の意味での保証は，「職業会計士による

監査，およびその類似業務を総称する概念」と
して理解されるものである 5）。この意味での保
証は保証業務（assurance engagement）という
べきものであり，監査はその代表的なものであ
るとされる。保証業務は，第一の意味での保証
を実効性あるものとするための基盤となる，次
のような要件を満たす必要があるとされてい
る。
まず，保証主体には，保証対象から独立して

いること（独立性）と，保証対象に対する専門
知識やスキル（専門性）が求められている。確
かに，ある活動を行った者が自らその正しさを
主張したり，その活動に対する専門知識を全く
有していない者が行った監査・保証業務の結果
としての保証は，信頼されないだろう。
また，保証対象の適否等を評価する際の明確

な規準（評価規準）も求められている。明確な
評価規準が存在せず，保証主体の印象のみで評
価された結果としての保証は客観性が低く，信
頼されないだろう。
さらに，保証の品質を一定に保つために，保

証主体の行為規範（保証基準）が求められてい
る。保証の目的や，上述した独立性や専門性と
いった保証主体に求められる人的要件，保証対
象の検証・評価方法，検証・評価結果の報告方
法といった行為規範が規定されている程度は，
監査・保証業務の結果としての保証の信頼性に
影響を与えるだろう。
これらの要件は，職業会計士による監査・保
証業務において求められているものではある
が，今日行われている多様な保証サービスによ
る，保証の実効性を評価する際にも，有用な視
角を提供するものである。そこで以下では，
・独立性と専門性
・評価規準
・保証基準
といった視点から，非職業会計士によって行わ
れている CSR保証サービスを検討したい。
なお，これらの視点に加え，その保証サービ
スによって，いったい「何が」，「どの程度」保
証されているかという，「保証命題」と「保証
水準」が検討されることはいうまでもない。こ
れら二つは，保証の付与という問題に接近する
際の理論上の核心となるものである 6）。
保証命題は，保証対象とその属性に分類され
る。保証対象には，情報やシステム・プロセス，
行動などがあげられ，その属性には，事実性，
基準準拠性，適正性などがあげられる。財務諸
表監査を例にすれば，保証対象は，財務諸表と
いう情報であり，その属性は適正性である。
保証水準には，絶対的保証，合理的保証，限
定的保証があげられる。絶対的保証は，保証命

3） ここでの監査と保証の関係と意味の理解は，堀
江［2006］や吉見［2006］を参考にしている。

4） AICPA［1978］，邦訳p.10.
5） 堀江［2006］4頁。

6） 同上，369 頁。ただし堀江［2006］は保証命題
を保証の主題と表現している。なお，保証の問
題を検討する際の理論上の核心が，保証命題と
保証水準にあることは，堀江［2006］以外にも
多くの論者によって認識されている。例えば，
上妻［2006］は，保証理論のコアは，何をどの
水準で保証すべきかにあると指摘しているし（上
妻［2006］5 頁），内藤［2014］も保証の概念モ
デルを保証命題と保証水準に区別して提示して
いる（内藤［2014］265 頁）。
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題（例えば，情報の適正性）を 100%保証する
ものである。合理的保証は，絶対的ではないが，
相当に高い程度の保証とされる。通常，保証業
務の実施には，種々の経済的・認識的制約が存
在するため，絶対的保証を付与することは困難
である。限定的保証は，それらの制約が合理的
保証よりもより強い場合に付与される保証であ
り，これら３つの保証水準の中では最も低い程
度の保証である。

Ⅲ．非職業会計士によるCSR保証サービス

１．ISO14001（環境マネジメントシステム）認証
ISO14001は，持続可能な開発をキーワード
に開催された「環境と開発に関する国連会議」
（地球サミット）に先立って行われた，「持続可
能な開発のための経済人会議」の要請を受けて，
国際標準化機構（International Organization 

for Standardization：ISO）が 1996年に制定し
た，環境マネジメントシステム（Environmental 

Management System：EMS）の仕様規格であ
る 7）。ここで，EMSは，組織の種々のマネジ
メントシステムの中でも，その環境側面をマネ
ジメントし，順守義務を満たし，リスクおよび
機会に取組むために用いられるマネジメントシ
ステムとして理解され 8），組織自身による環境
に関する目標・計画の設定，その目標を反映す
る基準の設定と運用，その基準に照らしたパ
フォーマンスの評価，そしてその評価を受けて
の改善という，Plan-Do-Check-Act（PDCA）モ
デルを基礎に構築されるものとされる 9）。

ISO14001の認証は，このようにして組織が
構築した EMSが，①ISO14001の要求事項に
適合していること，②明示された方針・目標を

一貫して達成できること，③有効に実施（運
用）されていることを，認証機関が評価し，保
証するものである 10）。ただし，こうした認証は，
ISO14001を構築している組織に強制されるも
のではない。それはあくまでも，組織による
自発的な取組みとして理解されるものである。
ISO14001の運用状況を調査した日本適合性認
定協会［2011］によると，認証は，「社員の品
質意識・環境意識の向上」と「製品又はサービ
スの質，環境パフォーマンスの向上」という，
組織内部の経営管理への役立ちを主たる目的に
取得されているようである。
認証機関の行為規範（保証基準）としては

ISO17021-1 11）があり，公平性と能力が，審査
機関（審査員）が備えるべき要件としてあげら
れている。そこでは，公平性は，客観性（利害
抵触がないか，解決されていること）があるこ
ととされており，公平性の要素を伝えるために
有用なその他の用語として，独立性や，利害抵
触・偏見・先入観がないこと，中立，公正など
があげられている 12）。また，自らがコンサル
ティングを行った依頼者（被認証者）の EMS

を自ら認証すること等，公平性を損なう脅威の
具体例も詳細に説明されている 13）。一方，能
力は，意図した結果を達成するために，知識及
び技能を適用する力とされている 14）。知識及
び技能としては，ビジネスマネジメントの実務
に関する知識や，監査の原則，実務及び技術
に関する知識，ISO14001に関する知識，記録
や報告書の作成やプレゼンテーションの技能等
があげられている 15）。なお，能力については，

7） 金原［2017］47頁。
8） ISO［2015a］par.3.1.2. なお，マネジメントシ

ステムは，方針，目的及びその目的を達成する
ための，相互に関連する又は相互に作用する組
織の一連の要素とされている（ibid，par.3.1.1）。

9） ibid，par.0.4.

10） ISO［2015b］introduction.
11） ISO［2015b］は，マネジメントシステム全般

を審査し認証する機関に対する一般的な要求
事項を規定するものである。本稿では，ISO
［2015b］のマネジメントシステムに関する記
述を EMS に当てはめて記述している。

12） ibid，par.3.2.
13） ibid，par.4.2.4.
14） ibid，par.3.7.
15） ibid，A.2.
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ISO17021-2にさらに詳細な規定がある。
ISO14001の認証は，このように公平性と専
門性が確保されている認証機関によって，二段
階の審査を経て行われる。第一段階の審査は，
第二段階の審査を有効に行うために，依頼者
が文書化した EMSについての情報のレビュー
を通して，その EMSの状況を理解すること
を目的とするものである 16）。第二段階の審査
は，第一段階の審査の結果を受けて，依頼者の
EMSの実施状況を，その有効性を含めて評価
することになる 17）。これらの審査の過程で用
いられる評価規準は，もちろん ISO14001であ
る。審査の結果，認証が認められると認証文書
が発行されることになる。
以上の ISO14001の認証の特徴をまとめると
次のようになるだろう。
まず第一に，保証命題は，組織の EMSの基
準準拠性と有効性である。EMSというシステ
ム・プロセスが保証されるのであって，特定の
環境パフォーマンスや環境活動の適否等が保証
されるわけではない。また，EMSの基準準拠性・
有効性が，どの程度保証されているのかという，
保証水準は不明確である。次に，認証機関とし
ての独立性と専門性の要件は，認証機関の行為
規範（保証基準）である ISO17021-1において
詳細かつ厳格に定められている。ISO17021-1

で示されている公平性と能力の要件は，それぞ
れ独立性と専門性の要件と読み替えて差し支え
ないものである。最後に，ISO14001の認証に
おいては，ISO14001が明確な評価規準として
利用されることが指摘できる。

２．カーボンラベル
カーボンラベルは，製品やサービスが気候変

動に与える影響度を表示する環境ラベルであ
り，低炭素な製品やサービスを，消費者に選
別させるための情報提供手段として機能する

ものである 18）。カーボンラベルは世界各国に
様々なものが存在しているが，ここでは，我
が国において普及しているカーボンラベルの一
つである，カーボンフットプリント（Carbon 

Footprint of Products：CFP）を取上げ，検討
することとする 19）。　

CFPとは，製品（商品やサービス）の原材
料調達から，廃棄・リサイクルに至るまでのラ
イフサイクル全体を通して排出される温室効
果ガスの排出量を二酸化炭素（CO2）に換算し
て，製品にマーク（CFPマーク）として表示
する仕組みのことをさす 20）。製品に表示され
る CFPマークには，算定された CO2排出量（数
値情報）に加え，その製品のライフサイクル段
階別の CO2排出割合のような，当該数値情報
を補足する情報，当該製品に関する詳細情報に
アクセスするための事業者のウェブサイトの
URL等の情報（以下，まとめて CFP情報）が
記載されるが 21），事業者が CFPマークを製品
に表示するためには，以下で示すような，（１）
個品別検証，（２）システム認証，のいずれか
を事前に受けなければならない。CFPマーク
の信頼性を確保するための仕組みとして，検証・
認証が義務付けられているのである。
（１）個品別検証
個品別検証は，個別の製品にマークとして
表示される CFP情報が，当該製品に該当する
製品種別基準（Carbon footprint of Products-

Products of Category Rule：CFP-PCR）と関連
規定に準拠しているか否かを検証し，保証する
ものである 22）。ここでの保証水準は，当該検

16） ISO［2015b］par.9.3.1.2.
17） ibid，par.9.3.1.3.

18） 上妻［2011］4頁。
19） 我が国におけるカーボンフットプリントは，

2009 年度から 2011 年度にかけて，経済産業省
を中心にその基礎的な仕組み整備され，2012 年
度からは，産業環境管理協会がそれを引き継ぐ
形で運営している（島崎［2016］10 頁）。

20） 産業環境管理協会（https://www.cfp-japan.jp/
about/）。

21） 島崎［2016］19-21 頁。
22） 産業環境管理協会［2013a］16頁。

経　済　学　研　究 68－2（52 ）166

005_岡野泰樹.indd   52 2018/12/06   15:40:46



証がライフサイクルアセスメントとしての性格
を有していることから，限定的保証の水準で実
施することが望ましいとされている 23）。
保証主体となるのは，CFP制度の運営主体で
ある産業環境管理協会に登録されたレビュー
ア（以下，登録レビューア）の中から選任され
た，CFP検証員である 24）。登録レビューアには，
CFPのルールや，温室効果ガス排出量の算定
に関する専門知識，検証行為の技能，学歴や業
務経験等，検証を実施するための専門性が要求
されているが 25），独立性についての明確な要
件は見当たらない。
個品別検証は，こうした CFP検証員によっ
て，次のような段階を経て行われる 26）。第一
段階では，事業者から提出された検証申請書
一式（CFP情報が記載された書類）の内容が，
CFP-PCRと関連規定に照らして評価される。
次に，第二段階では，第一段階で生じた疑問点
等を踏まえ，事業者に電話やメール，対面等で
ヒアリング調査が実施され，修正が必要な事項
があればその内容が具体的に指摘される。ここ
で，指摘事項等に対して，CFP検証員がコンサ
ルティング行為を実施してはならないとされて
いる。最後に，第二段階での指摘・修正事項等
への事業者の対応を踏まえ，合否判定が行われ，
検証結果報告書が作成される。
以上の個品別検証の特徴をまとめると次のよ

うになるだろう。
まず第一に，保証命題は，CFP情報の基準準
拠性である。また，「限定的保証の水準で実施
することが望ましい」との記述があるように，
保証水準が明示されていることは特筆すべき点
である。こうした保証水準の概念は，財務諸表
監査（会計監査）から援用したものであるとさ
れ 27），職業会計士による保証業務の他分野へ

の影響を見取ることができる。次に，保証基
準としては，「登録レビューア・内部検証員の
力量に関する要求事項」28）や，「カーボンフッ
トプリントの検証手順」29）が存在しているが，
保証主体の判断を規定する基準（CFP検証判断
基準）は非公開とされている 30）。また，独立
性についての規定は，上述したコンサルティン
グ行為の禁止など，部分的にしか見当たらない。
最後に，個品別検証においては，CFP-PCRと
関連規定が評価規準として利用されていること
が指摘できる。
（２）システム認証
事業者がある特定の商品のみに CFPマーク
の表示を希望するのであればそれほど問題はな
いが，多くの商品に CFPマークの表示を希望
するのであれば，その一つ一つをその都度検証
する個品別検証では，コストと時間がかかりす
ぎる。そこで利用されるのがシステム認証であ
る。
システム認証は，適切な CFP算定・検証・

公開システム（以下，CFPシステム）を経て
創出された CFPマーク（情報）は適切なもの
であるとの考えのもと，事業者が組織内部に構
築した CFPシステムが，「カーボンフットプリ
ントシステム認証に関する要求事項」31）に準
拠しているか否かを検証し，保証するものであ
る 32）。つまり，結果の適切性ではなく，その
結果が導かれるまでのプロセスの適切性が検
証，保証される。この点で，システム認証によ

23） 産業環境管理協会［2015a］1頁。
24） 同上，2頁。
25） 産業環境管理協会［2013b］。
26） 同上［2015b］2-3頁。
27） 同上［2015a］1-2頁。

28） 同上［2013b］。
29） 同上［2015b］。
30） 環境省によると，CFP検証判断規準は，「カーボ

ンフットプリントの検証手順」と共に CFP検証
員が検証に際して則る基準とされており（https://
www.env.go. jp /pol icy /hozen/green/ecolabel /
a05_02.html），保証基準として機能していると
考えられるが，その詳細について産業環境管理
協会は公開していない（https://www.cfp-japan.
jp/regulation/index.html）。

31） 同上［2015d］。
32） 同上［2013a］16 頁。
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る保証は，上述した ISO14001の認証と同様の
構造を有していると言えよう 33）。また，保証
水準は，個品別検証同様，財務諸表監査の概念
が援用され，限定的保証の水準で実施すること
が望ましいとしている 34）。
保証主体となるのは，産業環境管理協会に登

録されているシステム認証機関である。かかる
認証の価値は，第三者による公平で力量が確保
された審査によって確立される社会の信頼に依
拠しているとされ 35），システム認証機関には，
公平性（独立性）と力量（専門性）が求められ
ていることが理解できる。ただし，公平性につ
いての説明は，「公平であること及び公平であ
ると認識されること」36）という一般的な記述
と，保証主体の公平性を損なう，いくつかの具
体例 37）が示されるに留まっている。一方，力
量については，マネジメントシステムや，CFP

のルール，温室効果ガス排出量の算定に関する
専門知識，検証行為の技能，学歴や業務経験等
が詳細に示されている 38）。
システム認証は，このような認証機関によっ

て，次のような段階を経て行われる 39）。第一
段階では，事業者から提出された，CFPシス
テム認証審査申請書（組織の構築した CFPシ
ステムの概要等が示された書類）が，カーボン
フットプリントシステム認証に関する要求事項
や関連規定に照らして評価される。次に，第二
段階では，第一段階での評価結果を受けて，事
業者のシステムの運用実態が評価される。その

後，それらの評価結果を踏まえた認証機関内で
のレビュー等を経て合否判定が行われ，認証文
書が発行される。
以上のシステム認証の特徴をまとめると次の
ようになるだろう。
まず第一に，保証命題は，CFPシステムの

基準準拠性・有効性である。また，保証水準は，
限定的保証の水準によるものとされている。次
に，保証基準としては，「カーボンフットプリ
ントシステム認証機関の力量に関する要求事
項」40）や「カーボンフットプリントシステム
認証手順」41）が存在しているが，保証主体の
判断を規定する基準（CFPシステム認証判断
基準）は，個品別検証同様，非公開とされてい
る 42）。また，独立性についての規定は存在す
るものの，一般的な記述と少数の具体例が示さ
れるに留まっている。最後に，システム認証に
おいては，「カーボンフットプリントシステム
認証に関する要求事項」と関連規定が評価規準
として利用されていることが指摘できる。

３．フェアトレード認証ラベル
フェアトレード（公正な貿易）とは，主に開
発途上国で生産された原料や製品を，適正な価
格で継続的に購入すること等によって，生産者
や労働者の生活改善と自立を図り，持続可能
な開発を目指す貿易の仕組みのことをいう 43）。
かかる原料や製品が「フェアに」，つまり適正
な価格や労働環境等で取引されたものかどうか
を客観的に証明する仕組みがフェアトレード認
証であり，認証を受けた製品は認証ラベルを貼
付することができる。こうした認証ラベルは，
フェアトレードの基準の統一や，公正な取引の
透明化，消費者からの広い認知と大規模流通経

33） 実際，CFPシステムは，先に取り上げた EMS等，
PDCA モデルを含む他のマネジメントシステム
と基本的な特徴を共有するものであり，既に他
のマネジメントシステムを構築している場合，
それらを基礎に CFP システムを構築できるもの
とされている（産業環境管理協会［2015d］2頁）。

34） 同上［2015c］1頁。
35） 同上［2015g］1頁。
36） 同上，5頁。
37） 同上，7頁。
38） 産業環境管理協会［2015h］。
39） 同上［2015c，2015e］。

40） 同上［2015g］。
41） 同上［2015e］。
42） 同上（https://www.cfp-japan.jp/regulation/index.

html）。
43） フェアトレードジャパン（http://www.fairtrade-

jp.org/about_fairtrade/）。
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路の獲得を目指して，考案されたものである 44）。
ここでは，様々な認証ラベルの統一を図り，

認証ラベルを世界的に普及させた国際フェア
トレード・ラベル機構（Fairtrade Labelling 

Organizations International：FLO）による認証
の仕組みを取上げ，検討することとする。
設立当初FLOは，認証基準（国際フェアト

レード基準）の策定と当該基準に照らした認証，
双方の役割を担っていたが，基準の策定と認証
が同一機関によって行われることは客観性を
欠くとの批判を受け，2004年に認証のみを担
う新たな組織として FLO-CERT（フェアトレー
ドラベル認証会社）が設立された 45）。FLO-

CERTはその後，2007年に ISO17065 46）の認
定を取得している。ISO17065は，製品，プロ
セス及びサービスの認証機関に対する一般的な
要求事項を定めたものであり，そこでは上述し
た ISO17021-1同様，認証機関が備えるべき公
平性（独立性）と能力（専門性）の要件が詳細
かつ厳格に規定されている。
かかる独立性と専門性を備えた FLO-CERT

の認証の結果として表示される認証ラベルは，
その原料が生産されてから，輸出入，加工，製
造工程を経て完成品となるまでの各プロセスで，
FLOの策定した国際フェアトレード基準が遵守
されていることを保証するものである 47）。よ
り簡単に言えば，認証ラベルは，ある製品が適
正な生産・取引のプロセスを経たものであるこ
とを保証するものであると言える 48）。当該認
証ラベルは，生産・取引の「プロセス」を保証
するというトレーサビリティ（追跡可能性）の
認証であり，商品の性能そのものを表示するも
のではないことに注意する必要がある 49）。あ

る製品がフェアなものか否かは，その製品が適
正な生産・取引のプロセスを経ているか否かで
評価されるのである。
製品の生産・取引のプロセスには，様々な組
織が関与することになるが，FLOは当該プロ
セスに関与する組織を，①生産者，②現地加工
業者，③輸出業者，④輸入業者，⑤製造業者，
⑥卸業者，の６つに分け，原料の生産から認証
ラベルが貼付された最終製品となるまでに，製
品（原料）の売買行為を行う組織に原則として
認証を求めている 50）。適正な生産・取引プロ
セスを保証するためには，当該プロセスに関与
するこれらの組織がそれぞれ国際フェアトレー
ド基準を満たしていることを確認する必要があ
るのである 51）。
生産・取引プロセスの全体を対象とするため，
国際フェアトレード基準は非常に膨大なものと
なっているが，当該基準は大きく，製品全般に
共通の生産や取引の仕方を定めた一般基準と，
個々の製品ごとの生産や取引の仕方を定めた産
品基準に分けられる。一般基準は，生産過程に
おける基準と取引過程における基準にさらに分
けられるが，そのいずれにおいても，上述した
トレーサビリティを確保することに重点が置か
れていることに注目すべきであろう 52）。

FLO-CERTは，こうした基準に照らして，
製品が適正な生産・取引プロセスを経ている
かどうかを書類審査や実態調査を通じて検証
し，基準を遵守していることが認められると認

50） フェアトレードジャパン（http://www.fairtrade-
jp.org/license/point.php）。

51） 渡辺［2010］84 頁。製品（原料を含む）の輸入
のみを行う業者と，輸入に加え製造・卸・最終
販売のいずれか一つでも行う業者のうち，年間
総売上高が 100 億円以上の業者，最終製品前の
製品を海外に輸出する業者は FLO-CERTが認証
し，それ以外の業者は，言語の問題等も考慮し，
FLO傘下の各国の団体（日本であればフェアト
レードジャパン）が認証することとされている
（同上，87頁）。

52） 畑山［2016］144-148頁。

44） 畑山［2014］159頁。
45） 渡辺［2010］67頁。
46） ISO［2012］。
47） フェアトレードジャパン（http://www.fairtrade-jp.

org/about_fairtrade/intl_license.php）。
48） 畑山［2016］140頁。
49） 同上，151頁。
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証書が発行されることとなる。なお，認証手
順や検証方法の詳細については標準業務手続
書（Standard Operating Procedure）53） が， 主
要な検証項目については遵守基準（Compliance 

criteria）54）がそれぞれ FLO-CERTから公表さ
れている。
以上のフェアトレード認証の特徴をまとめる

と次のようになるだろう。
まず，保証命題は，製品の生産・取引プロセ

スの基準準拠性である。製品がフェアなもので
あるかどうかは，当該製品が適正な生産・取引
プロセスを経ているか否かで評価される。また，
製品の生産・取引プロセスの基準準拠性が，ど
の程度保証されているのかという，保証水準は
不明確である。次に，認証機関としての独立性
と専門性の要件は，ISO17065において詳細か
つ厳格に定められており，認証手順や検証方法
を示す保証基準も公表されている。最後に，フ
ェアトレード認証においては，FLOの策定す
る国際フェアトレード基準が明確な評価規準と
して利用されることが指摘できる。

４．エコマーク
エコマークは，様々な商品（製品・サービス）
の中で，生産から廃棄にわたるライフサイクル
全体を通して環境への負荷が少なく，環境保全
に役立つと認められた商品につけられる環境ラ
ベルであり，その活用によって，消費者による
環境を意識した商品選択と，関係企業の環境改
善努力を促進し，持続可能な社会の形成を図る
ことを目的とするものである 55）。環境ラベル
には様々な種類が存在するが，エコラベルは，
ISO14024で規定されるタイプⅠ環境ラベルに
分類される。
タイプⅠ環境ラベルとは，特定の評価規準に

照らした第三者機関による審査・認証の結果，
使用が認められる環境ラベルのことをさす 56）。
エコマークの場合，第三者機関にあたるのは日
本環境協会の中に諮問機関として設置された審
査委員会である。当該審査委員会は，環境負荷
の評価・提言対策などに関する中立機関の専門
家や有識者によって構成されるとされている
が 57），ISO14024では，認証に際しての要求事
項について，上述した ISO17065を「参照する
ことを推奨する」との記述に留まっており 58），
保証主体として独立性と専門性がどの程度厳格
に担保されているのかは判然としない。
エコマークを商品に表示するためには，かか
る審査委員会の審査・認証を受ける必要がある
が，その際に用いられる評価規準は，商品カテ
ゴリーごとに制定される。評価規準は，商品の
ライフサイクルを通して，測定可能な環境影響
の差異に基づいた環境上優位な商品を，その商
品カテゴリー内の他の商品と差別化するように
制定すること 59），商品の目的適合性（商品が
健康，安全性及び消費者が必要とする機能を満
たすものであること）と性能レベルを考慮して
制定することが求められている 60）。この意味
で，エコラベルは，上述したフェアトレード認
証ラベルとは異なり，商品の性能そのものを示
したラベルということができよう。なお，審査
は，既に見てきた他の CSR保証サービス同様，
書類審査や実態調査を通して行われるが，その
際に審査委員会が従うべき保証基準（行為規範）
は，明確には規定されていない。

53） FLO-CERT（https://www.flocert.net/solutions/
fairtrade-resources/how-it-works/）.

54） ibid（https://www.flocert.net/solutions/fairtrade-
resources/compliance-criteria/）.

55） 日本環境協会（https://www.ecomark.jp/about/）。

56） 田中［2012］46 頁。ISO は環境ラベルを，タイ
プⅠ環境ラベル，事業者の環境に関する自己宣
言を表すタイプⅡ環境ラベル（ISO14021），定
量的な製品環境負荷データを開示するタイプⅢ
環境ラベル（ISO14025），の３つに分類してい
る（同上）。

57） 日本環境協会（https://www.ecomark.jp/office/
organization/）。

58） ISO［1999］par.7.1.
59） ibid，par.5.4-5.5.
60） ibid，par.5.7.
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以上のエコマーク認定の特徴をまとめると次
のようになるだろう。
まず第一に，保証命題は，商品の基準準拠性

である。ここでは，商品の性能そのものも保証
されていることに注意する必要がある。各商品
ごとに制定される評価規準は，商品の目的適合
性と性能レベルを考慮して制定されることが求
められているのである。ただし，それらがどの
程度保証されているのかという保証水準は不明
確である。また，保証主体の独立性や専門性の
程度，保証主体が従うべき保証基準（行為規範）
も明確には規定されていない。

Ⅳ．結語

以上検討してきた非職業会計士による CSR

保証サービスの概要を改めて整理すると表１の
ようになる。
これら非職業会計士による CSR保証サービ

スには，次の点に職業会計士によるそれとの類
似性を見ることができる。　
第一に，非職業会計士による保証サービスで

は，環境への配慮や公正さといった，その定義
が困難な事象に対して，システム・プロセスの
保証を通して対応しようとする指向が見られ

た。かかる指向は，近年の職業会計士による
CSR活動・情報に対する保証業務においても観
察されるものである 61）。
第二に，非職業会計士による保証サービスに
おいても，保証水準の概念が導入されているこ
とが確認された。保証水準の開示は，保証業
務リスクのレベルや保証業務の状況に対する
理解を促進し，保証手続を正当化することで，
保証業務の目的の明確化を可能にするもので
あり 62），その重要性が非職業会計士による保
証サービスにおいても認識されてきていると見
ることができる。
他方で，保証の実効性という観点からは，非
職業会計士による CSR保証サービスは，それ
を担保するための種々の要件を十分に満たして
いるとは言い難く，職業会計士による保証業務
と同等の位置付けを与えることは難しい。厳格
さに欠けるとも言えるこのような「弱い保証」
を付与する保証サービスが行われている背景と
しては，次のことが考えられよう。

61） システム・プロセスを保証命題として近年制度
化された CSR活動・情報に対する保証業務とし
て，米国の紛争鉱物報告書監査があげられる。

62） AI-Hamadeen［2007］p.146.

表１　非職業会計士による CSR 保証サービスの概要

ISO14001
認証

カーボンラベル（１）
個品別検証

カーボンラベル（２）
システム認証

フェアトレード 
認証ラベル エコマーク

保証命題 システムの基準
準拠性・有効性

情報の基準準拠性 システムの基準準拠
性・有効性

生産・取引プロセス
の基準準拠性

商品の基準
準拠性　　

保証水準 不明確 限定的保証 限定的保証 不明確 不明確
独 立 性 明確に規定 不明確 一般的・抽象的に規定 明確に規定 不明確
専 門 性 明確に規定 明確に規定 明確に規定 明確に規定 不明確

評価規準
ISO14001 CFP-PCR（ 製 品 種 別

基準），関連規定
カーボンフットプリン
トシステム認証に関す
る要求事項，関連規定

国際フェアトレード
基準

商品ごとの
認定基準　

保証基準

ISO17021-1 登録レビューア・内部
検証員の力量に関する
要 求 事 項， カ ー ボ ン
フットプリント検証手
順（検証判断基準は非
公開）

カーボンフットプリン
トシステム認証機関の
力量に関する要求事
項，カーボンフットプ
リントシステム認証手
順（認証判断基準は非
公開）

ISO17065，
標準業務手続書， 
遵守基準

不明確
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第一に，非職業会計士による CSR保証サー
ビスは，職業会計士による保証業務のように，
組織外部の利害関係者の利益保護をその目的と
するものばかりではない。ISO14001の認証で
見たように，組織内部の経営管理への役立ちを
念頭に行われているものもある。
第二に，第一の点とも関連するが，組織外部

の利害関係者の利益保護を目的とした場合で
あっても，非職業会計士による CSR保証サー
ビスで想定されている組織外部の利害関係者と
は，主に当該組織の商品・サービスを購入する
一般の消費者であって，投資家ではない。個々
の保証の失敗によって，個々の消費者が被る損
失は比較的少額であるし，それによって経済全
体が危機に陥るわけではない。
逆に言えば，現在，職業会計士によって実施

されている CSR情報・活動の保証業務は，基
本的に投資家の利益保護を念頭に置いており，
その失敗による損失の大きさ，資本市場，経済
全体に与える影響の大きさから，より実効性あ
る保証を付与するための要件を満たすことが
求められていると考えられよう。その意味で，
現在は非職業会計士によって実施されている
CSR保証サービスも，経済全体へ与える影響と
いう観点からその重要性が増すにつれて，職業
会計士によって行われるそれと同様，実効性あ
る保証を付与するための種々の要件が満たされ
たものとならなければならない。
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